
一最近発生し、まブこ帯己い▼亡いるカリフォルニ  

ア州の電力債拾の危榛状態は、市場経済主義  

の総本山米国においてだけでなく、日本を含  

む先進諸国においても大きな議論を巻き起こ  

しています。   

問題の中心は、市場経済の機能を活用して  

電力コストの引き下げをねら■？た州当局が、  

発電会社と送・配電会社との間の卸売市場を  

設立してそこで自由な取引を行い公正な自由  

市場価格が形成されるようにしたにもかかわ  

らず、送・配電会社と消費者の間は政策的に規  

制価格体系を設定したという矛盾にあります。   

つまり、電力価格の変動リスクを送・配電  

会社が抱えることになったのですが、それを  

補完する先物取引システムが存在していない  

状態では、増大する電力需要に対し、短期間  

では対応できない装置産業的性格の強い発電  

会社の供給能力の限界が露呈して卸売価格は  

急騰したため、板ばさみになった送・配電会  

社の経営状態が急速に悪化し、倒産が懸念さ  

れる深刻な状態になってしまいました。   

ビジネス・家庭ともに計画停電という緊急  

処置が実施され、倒産を防止するための金融  

支援も考慮されています。カリフォルニア州  

全体がブラックアウト（大停電）になる、そ  

の影響で送・配電会社だけでなく、他ビジネ  

スで倒産が続発すれば金融機関の不良債権が  

増加するし、株価にも悪い影響を与えます。  

もし、こういう最恵の状態になると、もはや  

カリフォルニア州だけの問題にとどまらず米  

国全体の景気とか、政策運営にも深刻な影響  

を与える大問題に発展します。   

この電力危機問題は本稿執筆時（2月2日）  

には未解決ですが、すでに3つの大きな教訓  
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